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� は じ め に

会社は，その事業活動を遂行する過程で，金利リスク，為替リスク，株価リ

スクの市場価格変動リスク（価格リスク，マーケットリスク）など，さまざま

なリスクにさらされている。会社は価格変動リスクの増大に対してそのリスク

を削減するためにヘッジを必要とし，ヘッジのための手段としてデリバティブ

（金融派生商品）が開発されている。

デリバティブとは，金利，株式，通貨といった伝統的な金融商品を原資産と

して派生してきたものである。派生の基礎となった伝統的資産（原資産）とし

て金融商品をベースとするファイナンス・タイプのものに限定すれば，デリバ

ティブは�原資産別に，金利，債券，為替（通貨），株式，�取引形態別に，

先物取引・先渡取引，オプション取引，スワップ取引，�取引市場別に，取引

所取引（組織された市場），店頭取引（店頭市場）に大別され，これらの組み

合わせからなる。デリバティブは，基本的にはヘッジのための金融手段として

利用されるが，それ自体投機のためにも用いられる。

フランスにおいては，１９９９年 PCG（Plan comptable général，プラン・コンタ

ブル・ジェネラル）１）は「MATIF（パリ金融先物取引所）で行われる取引の会

計処理」および「金利オプションの会計処理」のみを規定しているにすぎない

（３７２－１条－３７２－３条等）。本稿は，フランスの商事会社が行うデリバティブ

取引のうちMATIFで行われる取引２）および金利オプション３）を除く先物取



引・先渡取引およびオプション取引すなわち先物為替予約，金利先渡契約

（FRA），通貨オプション，キャップ，フロアまたはカラーの会計処理と事例

を概観することによって，フランスにおける先物取引・先渡取引およびオプ

ション取引の会計処理の現状とその特徴を明らかにしようとするものである。

� 先物為替予約の会計処理

為替市場は，優れて流動性と透明性が高い市場であり，したがって「組織さ

れた市場」に類する市場とみなされうる。「先物為替予約」（achat ou vente de

devises à terme; contrat à terme de devises; opération de change à terme）とは，

一定の期日に，予め定められた為替レートで，外貨を売買する契約をいう。４）

なお，先物為替予約は，オフバランス契約であり，貸借対照表上，表示され

ない。

１ ヘッジ取引

ここでは，為替相場変動の影響をヘッジすることを目的とする為替ヘッジ

（couverture de change）取引のうち次の二つの取引の会計処理を取り上げるこ

ととしたい。

� 既存の外貨建債権債務のヘッジ

すでに商事取引を行っており，その外貨建債権債務をヘッジする場合は，次

のように会計処理される。５）

� 為替予約締結日には，外貨建債権債務は契約に定められた予約レート（先

物レート）で換算され，当該債権債務の取引日レート（PCG３４２－５条１項）

との相違から財務損益（為替差損益）が生じる。なお，契約上の名目金額

は備忘記録として勘定８０「契約」の下位勘定に記入される。

� 決算日には，どのような記入も行われない（債権債務はヘッジを行った

ときに国内通貨建てになっているので，為替レートの変動にかかわらず，

どのような換算差額も生じない）。
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� 予定取引のヘッジ

翌事業年度に行う予定である外貨建商事取引（予定取引）をヘッジする場合

は，次のように会計処理される。６）

� 為替予約締結日には，契約上の名目金額は備忘記録として勘定８０「契

約」の下位勘定に記入される。

� 決算日には，当該契約はオフバランス契約であり，商事取引は行われて

いないので，PCGによれば，どのような損益も債権債務も計上されない。

しかしそれでも，決算日に，予約レートと決算日レートとを比較するこ

とによって先物為替予約にかかる未実現損益を明らかにすることができ

る。この場合，未実現損益は次のように会計処理される。

� 予定取引の履行が確実である場合は，どのような記入も行われない。７）

� 予定取引の履行が不確実である場合は，慎重性の原則にしたがって，

為替予約にかかる未実現利得は当該事業年度の利得として計上されず

（商法１５条，PCG３１１－２条），未実現損失に対しては危険引当金（勘定

１５１５「為替差損引当金」）が設定される（商法１４条，PCG３１１－３条－３１１

－４条）。

事例１：取引発生後に先物為替予約を用いた為替リスクのヘッジ取引

N年１１月１日に，フランスの会社 F社は，アメリカの会社 A社に商品

１，０００，０００ドルを掛けで売り上げた。同日の直物レート（直物為替相場）は US

＄１．００＝EUR１．２０であり，A社は４カ月後の N＋１年２月２８日に代金を決済

する。F社は，ドルの下落を懸念して，N年１１月１０日に，１，０００，０００ドルを

売却する先物為替予約（履行日：N＋１年２月２８日，先物レート（先物為替相

場）：US＄１．００＝EUR１．１５）を締結する。８）

� 売上取引日：N年１１月１日

N年１１月１日に，会社は A社に対する売掛金の額のみを記帳する（付加価

値税（TVA）は無視する）。
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N年１１月１日

４１１１
７０７１

得意先（売掛金）
売 上（商品）

A社に対する売掛金
［１，０００，０００×１．２０］

１，２００，０００
１，２００，０００

８０２８
８０９２

受け取った先物為替予約
先物為替予約見返り

ユーロ受取契約

１，１５０，０００
１，１５０，０００

８０９１
８０１８

先物為替予約見返り
引き渡した先物為替契約

ドル引渡契約

１，１５０，０００
１，１５０，０００

注）これらの記入は，取引終了日に反対仕訳される。

４１１１
６６６
４１１１

得意先（売掛金）
為替差損

得意先（売掛金）
売掛金の修正

１，１５０，０００
５０，０００

１，２００，０００

N年１１月１０日

� 先物為替予約締結日：N年１１月１０日

先物為替予約を契約会計において認識するとともに，外貨建債権を先物レー

ト９）で換算する。したがって，ドル建売掛金は１，１５０，０００ユーロ［１，０００，０００

×１．１５］になり，為替差損５０，０００ユーロ［１，０００，０００×（１．２０－１．１５）］が生じ

る。

� 事業年度Nの決算日：N年１２月３１日

事業年度 Nの決算日に，直物レートは US＄１．００＝EUR１．２２であった。

会計上，ヘッジ対象にかかる未実現損益がヘッジ手段にかかる未実現損益と

完全に相殺される限り，どのような記入も行われない。

� 為替予約履行日：N＋１年２月２８日

為替予約履行日（売掛金決済日）の N＋１年２月２８日には，売掛金の回収

に関する記入が行われる。
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N＋１年２月２８日

５１２１
４１１１

銀行預金
得意先（売掛金）

売掛金の回収

１，１５０，０００
１，１５０，０００

また，同日，契約会計にかかる記帳は反対仕訳される（この仕訳は省略する）。

２ ヘッジ取引以外の取引

ヘッジ取引以外の取引として締結した先物為替予約は，次のように会計処理

される。１０）

� 為替予約締結日には，契約上の名目金額は備忘記録として勘定８０「契

約」の下位勘定に記入される。

� 決算日には，為替予約にかかる未実現損益（予約レートと決算日レート

とを比較することによって認識される換算差損益）は，次の二つの方法の

いずれかによって会計処理される。

� 慎重性の原則にしたがって，未実現利得は当該事業年度の利得として

計上されず，未実現損失に対しては危険引当金が設定される。

� 為替市場を「組織された市場」に類する市場とみなす場合は，当該市

場で確証される価値変動額（未実現損益）は，損益計算書上，財務費用

または財務収益として計上される。

事例２：先物為替予約を用いた投機取引

N年１０月１日に，直物レートは US＄１．００＝EUR１．００であった。フランス

の会社 F社は，６カ月後のドルの直物為替相場の高騰を予測して，同日，こ

の相場上昇から利益を得るために，１，０００，０００ドルを購入する先物為替予約

（履行日：N＋１年３月３１日，先物レート：US＄１．００＝EUR１．２５）を締結する。１１）

契約締結日に，契約上の名目金額は契約会計において記帳されている（この

仕訳は省略する。事例１を参照）。

フランスにおける先物取引・先渡取引およびオプション取引の会計処理 ９５



N年１２月３１日

６６６
５２

為替差損（未実現損失）
現金性金融商品

投機取引にかかる未実現損失

５０，０００
５０，０００

注）この記入は，洗替方式によって，翌事業年度の期首の日付で反対仕訳を通じて振り戻
される。

５１２４
５１２１
７６６

銀行預金（ユーロ建ドル勘定）
銀行預金（ユーロ勘定）
為替差益a）

投機取引にかかる実現利得

１，２６０，０００
１，２５０，０００
１０，０００

５１２１
５１２４

銀行預金（ユーロ勘定）
銀行預金（ユーロ建ドル勘定）

直物レートによるドルの売却

１，２６０，０００
１，２６０，０００

N＋１年３月３１日

a）１，０００，０００×（１．２６－１．２０）－期首振戻為替差損５０，０００

� 事業年度Nの決算日：N年１２月３１日

N年１２月３１日に，直物レートは US＄１．００＝EUR１．２０であった。会社は，

未実現損失５０，０００ユーロ［１，０００，０００×（１．２５－１．２０）］を為替差損（財務費用）

として計上する。

� 為替予約履行日：N＋１年３月３１日

N＋１年３月３１日に，直物レートは US＄１．００＝EUR１．２６であった。会社は，

先物為替予約にしたがって，１，２５０，０００ユーロ［１，０００，０００×１．２５］を支払

い，１，０００，０００ドルを受け取る。そして，直物為替市場で直ちに１，０００，０００ド

ルを転売し，１，２６０，０００ユーロ［１，０００，０００×１．２６］を受け取る。

また，同日，契約会計にかかる記帳は反対仕訳される（この仕訳は省略する）。

� 金利先渡契約（FRA）の会計処理

「金利先渡契約」（accord de taux futur; Future Rate Agreement, FRA）とは，

金利契約ではあるが，預け入れまたは借り入れについては契約する銀行との義
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務はなく，どちらか一方の当事者が約定金利と決済日の市場金利との差額を支

払う契約をいう。FRAは，店頭市場で行われる取引である。１２）

なお，契約を締結したときは，当該契約はオフバランス契約であり，契約上

の名目金額は備忘記録として勘定８０「契約」の下位勘定に記入される。

１ ヘッジ取引

ヘッジ取引として購入した FRAは，次のように会計処理される。１３）

� 決算日に取引が終了していない場合で，市場金利の上昇によって FRA

にかかる未実現利得が生じるときは，慎重性の原則にしたがって，未実現

利得は当該事業年度の利得として計上されない。逆に，市場金利の低下に

よって FRAにかかる未実現損失が生じても，ヘッジ取引にかかわるので，

この未実現損失が予想を下回った借入金利と相殺される場合には，危険引

当金を設定しないことができる。この場合，未実現損益は勘定５２「現金

性金融商品」と勘定４７１「仮勘定」を用いて処理される。

� 決済日に借り入れを行う場合は，FRAにかかる損益は借入期間にわたっ

て配分される。逆に，借り入れを行わない場合は，FRAにかかる損益は

当該事業年度の損益として計上される。

事例３：FRAを用いた金利リスクのヘッジ取引

フランスの会社 F社は，N年９月１５日に資金計画を策定したときに，６カ

月後以降６カ月間に資金不足が生じることを知った。この資金不足を補うため

に，総額５，０００，０００ユーロを借り入れる必要がある。会社は，同日，借入コス

トを固定するために，基準金利３．７％，N＋１年３月１５日以降６カ月間の FRA

を銀行と締結する。基準金利は PIBOR（Paris interbank offered rate，パリ銀行

間出し手金利）であり，契約上の名目金額は５，０００，０００ユーロである。１４）

� 契約締結日：N年９月１５日

契約上の名目金額を契約会計において記帳する。

フランスにおける先物取引・先渡取引およびオプション取引の会計処理 ９７



８０２８
８０９２

受け取った FRA
FRA見返り

FRAの受け取り

５，０００，０００
５，０００，０００

８０９１
８０１８

FRA見返り
引き渡した FRA

FRAの引き渡し

５，０００，０００
５，０００，０００

注）これらの記入は，取引終了日に反対仕訳される。

N年９月１５日

N年１２月３１日

５２
４７１

現金性金融商品
仮勘定

FRAにかかる未実現利得

７，２９２
７，２９２

注）この記入は，洗替方式によって，翌事業年度の期首の日付で反対仕訳を通じて振り戻
される。

� 事業年度Nの決算日：N年１２月３１日

事業年度 Nの決算日に，会社の予測どおりに PIBORは上昇し，４．０％であっ

た。会社は，FRAにかかる未実現利得を得る。

PIBOR４．０％で銀行によって支払われる金利との差異０．３％［（４．０－３．７）％］

に対応する FRAの価値は，７，３５３ユーロ１５）である。この金額は，N＋１年３月

１５日に支払われる。したがって，N年１２月３１日に，会社は未経過の２．５カ

月分すなわち７，２９２ユーロ［７，３５３／（１＋０．０４×７５／３６０）］（１カ月を３０日と

して計算する）の未実現利得を認識しなければならない。１６）

� 契約満期日：N＋１年３月１５日

決済日 N＋１年３月１５日に，会社の予測に反して，PIBORは３．５％に低下

していた。したがって，会社は，銀行に対して，実際金利との差異０．２％［（３．７

－３．５）％］に対応する４，９１４ユーロ１７）を支払わなければならない。

同日，借り入れ（借入期間６カ月）も同時に行われる。１８）また，契約会計に

かかる記帳は反対仕訳される（これらの仕訳は省略する）。

なお，認識された実現損失は，借入期間が属する事業年度にわたり配分され
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N＋１年３月１５日

６６８
５１２１

その他の財務費用
銀行預金

FRAにかかる実現損失

４，９１４
４，９１４

なければならない。しかし，本事例では，借入金の期間は６カ月であり，借入

金は事業年度 N＋１に全額返済されるので，実現損失４，９１４ユーロはすべて事

業年度 N＋１に計上される。

２ ヘッジ取引以外の取引

ヘッジ取引以外の取引として購入した FRAの価値変動額については，決算

日に，慎重性の原則にしたがって，未実現利得は当該事業年度の利得として計

上されず，未実現損失に対しては危険引当金が設定される。１９）

� エクイティ・オプションの会計処理

「エクイティ・オプション（または株式オプション）」（option sur actions）と

は，予め定められた価格（行使価格）で，一定期間中に，一定数の株式（個別

株式または株価指数による株式バスケット）を購入する（または売却する）権

利をいう。エクイティ・オプションは，組織された市場または店頭市場で取り

引きされる。２０）

なお，契約を締結したときは，当該契約はオフバランス契約であり，契約上

の名目金額は備忘記録として勘定８０「契約」の下位勘定に記入される。

１ ヘッジ取引

� 組織された市場で取り引きされるエクイティ・オプション

コールオプションとプットオプションのいずれであっても，ヘッジ取引とし

て組織された市場で購入したエクイティ・オプションは，次のように会計処理

される。２１）

フランスにおける先物取引・先渡取引およびオプション取引の会計処理 ９９



� オプションプレミアムを支払ったときは，当該プレミアム支払額（オプ

ション購入価格）は勘定５２「現金性金融商品」の借方に記入される。

� オプションを行使したときは，コールオプション（株式の購入）では，

�勘定５２「現金性金融商品」の残高（オプション購入価格）は，オプショ

ン行使価格（株式の購入価格）に加算され，当該株式の取得原価を構成す

るか，�株式はオプション行使日の相場で評価され，その取得原価と勘定

５２「現金性金融商品」の残高（オプション購入価格）にオプション行使価

格を加算した額との差額は勘定６６８「その他の財務費用」または勘定７６８

「その他の財務収益」に記入される。

プットオプション（株式の売却）では，売却株式の帳簿価額に対応する

損失額に当該株式の売却代金を加算した額と勘定５２「現金性金融商品」

の残高（オプション購入価格）に売却株式の帳簿価額およびオプション行

使価格（株式の売却価格）を加算した額との差額は，勘定６６８「その他の

財務費用」（勘定６７８「その他の臨時損失」）または勘定７６８「その他の財

務収益」（勘定７７８「その他の臨時利益」）に記入される。

� オプションを転売したときは，オプション売却価格と勘定５２「現金性

金融商品」の残高（オプション購入価格）との差額は，勘定６６８「その他

の財務費用」または勘定７６８「その他の財務収益」に記入される。

� オプションを解約（権利放棄）したときは，勘定５２「現金性金融商品」

の残高（オプション購入価格）は勘定６６８「その他の財務費用」（勘定６７８

「その他の臨時損失」）の借方に振り替えられる。

� 決算日にオプションを継続しているときは，オプションの価値変動額は

勘定５２「現金性金融商品」と勘定４７１「仮勘定」で認識される。なお，取

引終了日以後，オプションにかかる損益の認識はヘッジ対象にかかる損益

の会計処理方法と対称的な方法によって行われる。

� 店頭市場で取り引きされるエクイティ・オプション

コールオプションとプットオプションのいずれであっても，ヘッジ取引とし
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８０２８
８０９２

受け取ったエクイティ・オプション契約
エクイティ・オプション契約見返り

コールオプション買い建て契約の受け取り

３０，０００
３０，０００

注）この記入は，取引終了日に反対仕訳される。

N年１２月１日

５２
５１２１

現金性金融商品
銀行預金

L社株式のコールオプションプレミアム

１，５００
１，５００

て店頭市場で購入したエクイティ・オプションについては，ヘッジ取引として

組織された市場で購入したエクイティ・オプションと同一の会計処理が適用さ

れる。２２）

事例４：コールオプションを用いた株価リスクのヘッジ取引

フランスの会社 F社は，フランスの会社 L社の株式１００株を N＋１年３月

３１日に購入することを検討している。F社は，L社株式の相場の急激な高騰を

懸念して，N年１２月１日に，MONEP（Marché des options négociables de Paris，

パリオプション取引所）において，L社の株式１００株を対象とするコールオプ

ション（満期日：N＋１年３月３１日）を買い建てる。１株につきオプションプ

レミアムは１５ユーロ，行使価格は３００ユーロ，現在の株式相場は３０４ユーロ

である。２３）

� 取引開始日：N年１２月１日

オプション取引開始に当たり，契約上の名目金額３０，０００ユーロ［３００×１００］

を契約会計において記帳するとともに，支払ったプレミアムの総額１，５００ユー

ロ［１５×１００］を記帳する（ただし，本事例では，プレミアム構成要素である

時間価値（valeur temps）および本源的価値（valeur intrinsèque）を区分記帳し

ない）。

� 事業年度Nの決算日：N年１２月３１日

N年１２月３１日に，オプション価値（プレミアム）は３０ユーロであった。

フランスにおける先物取引・先渡取引およびオプション取引の会計処理 １０１



N年１２月３１日

５２
４７１

現金性金融商品
仮勘定

コールオプションにかかる未実現利得

１，５００
１，５００

注）この記入は，洗替方式によって，翌事業年度の期首の日付で反対仕訳を通じて振り戻
される。

N＋１年３月３１日

５０３１
６６８
５２
５１２１

株 式a）

その他の財務費用b）

現金性金融商品c）

銀行預金d）

コールオプションの行使

３１，０００
５００

１，５００
３０，０００

a）市場価値による株式取得原価：３１０×１００＝３１，０００
b）残余差額：（３０，０００＋１，５００）－３１，０００＝５００または，

（１５－１０）×１００＝５００（オプション価値にかかる損失）
c）オプションプレミアム（N年１２月１日支払額）
d）行使価格による株式購入代金：３００×１００＝３０，０００

会社は，未実現利得１，５００ユーロ［（３０－１５）×１００］を認識することになる。

� 取引終了日：N＋１年３月３１日

契約満期日 N＋１年３月３１日に，L社株式の相場は３１０ユーロであった。

会社はオプションを行使することとした。L社株式は，オプションの本源的価

値１０ユーロに行使価格３００ユーロを加算した額に対応する当該相場３１０ユー

ロで記帳される。

本事例では，株式をオプション行使日の相場で評価し，その取得原価とオプ

ション購入価格にオプション行使価格を加算した額との差額を財務費用として

計上する方法によって処理する。

また，同日，契約会計にかかる記帳は反対仕訳される（この仕訳は省略する）。

事例５：プットオプションを用いた株価リスクのヘッジ取引

フランスの会社 F社は，所有しているフランスの会社 L社の株式（資本参

加証券）２０，０００，０００ユーロ（株式総数：１００，０００株，帳簿価額：１株につき２００
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N年６月３０日

a）売却株式の帳簿価額に対応する損失額
b）残余差額：（２０，０００，０００＋８００，０００＋２２，０００，０００）－（２０，０００，０００＋２２，０００，０００）

この額は株式売却諸費用とみなすことができる。
c）株式売却代金
d）売却株式の帳簿価額
e）オプションプレミアム（N年２月１日支払額）：８×１００×１，０００＝８００，０００

このオプションプレミアムは売却株式の帳簿価額に含めることができる。
f ）行使価格による株式売却額：２２０×１００，０００＝２２，０００，０００

６７５６
６６８
５１２１
２６１１
５２
７７５６

譲渡金融固定資産簿価a）

その他の財務費用b）

銀行預金c）

資本参加株式d）

現金性金融商品e）

金融固定資産譲渡収益f）

プットオプションの行使

２０，０００，０００
８００，０００

２２，０００，０００
２０，０００，０００
８００，０００

２２，０００，０００

ユーロ）を N年６月３０日に株式市場で売却することを検討している。F社は，

L社株式の相場の急激な下落を懸念して，N年２月１日に，MONEPに上場さ

れているオプションを１，０００買い建てる（１オプションは１００株式を対象とす

る）。１株につきプレミアムは８ユーロ，行使価格は２２０ユーロであり，満期

日は N年６月３０日である。２４）

本事例では，N年６月３０日に取引が終了したときの会計処理を取り上げた

い。

取引終了日：N年６月３０日

N年６月３０日に，L社株式の相場は２０５ユーロであった。行使価格は当該

株式相場より高いので，オプションを行使することとした。L社株式に対して

減価引当金は設定されていなかった。

２ ヘッジ取引以外の取引

� 組織された市場で取り引きされるエクイティ・オプション

コールオプションとプットオプションのいずれであっても，PCGの規定を

類推適用して，ヘッジ取引以外の取引として購入したエクイティ・オプション

フランスにおける先物取引・先渡取引およびオプション取引の会計処理 １０３



N年１２月３１日

５２
７６８

現金性金融商品
その他の財務収益

コールオプションにかかる未実現利得

１，５００
１，５００

注）この記入は，洗替方式によって，翌事業年度の期首の日付で反対仕訳を通じて振り戻
される。

で組織された市場で確証されるオプションの価値変動額は，決算日に，損益計

算書上，財務費用または財務収益として記載される。２５）

� 店頭市場で取り引きされるエクイティ・オプション

コールオプションとプットオプションのいずれであっても，金利オプション

取引の場合と同様に，ヘッジ取引以外の取引として店頭市場で購入したエクイ

ティ・オプションの価値変動額については，決算日に，慎重性の原則にしたがっ

て，未実現利得は当該事業年度の利得として計上されず，未実現損失に対して

は危険引当金が設定される。２６）

事例６：コールオプションを用いた投機取引

事例６では，前記事例４を投機取引に変更して，オプションを転売すること

によって取引を終了する。他の条件は，事例４と同一である。２７）

本事例では，事業年度 Nの決算日および取引終了日の会計処理を取り上げ

たい。

� 事業年度Nの決算日：N年１２月３１日

会社は，オプションの価値変動額を記帳しなければならない。投機取引の場

合は，未実現利得１，５００ユーロ［（３０－１５）×１００］は財務収益として計上され

る。

� 取引終了日：N＋１年２月１５日

オプション契約の転売または満期によって，取引は終了する。N＋１年２月

１５日に，L社株式の相場は３３０ユーロ，オプション価値は４０ユーロであった。

会社は，同日，オプションを転売して，そのポジションを終了した。
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５１２１
５２
７６８

銀行預金a）

現金性金融商品
その他の財務収益b）

オプション転売による実現利得

２，５００
１，５００
１，０００

N＋１年２月１５日

a）（４０－１５）×１００＝２，５００
b）（４０－１５）×１００－期首振戻額１，５００

� 通貨オプションの会計処理

「通貨オプション」（option sur devises）または「為替オプション」（option de

change）とは，予め定められた為替レート（行使価格）で，一定期間中に（ま

たは「ヨーロッパ型オプション」においてはオプション期間終了日に），一定

量の通貨を購入する（または売却する）権利をいう。通貨オプションは，組織

された市場または店頭市場で行われる。２８）

なお，契約を締結したときは，当該契約はオフバランス契約であり，契約上

の名目金額は備忘記録として勘定８０「契約」の下位勘定に記入される。

１ ヘッジ取引

� 組織された市場で取り引きされる通貨オプション

コールオプションとプットオプションのいずれであっても，ヘッジ取引とし

て組織された市場で購入した通貨オプションは，次のように会計処理される。２９）

� オプションプレミアムを支払ったときは，当該プレミアム支払額（オプ

ション購入価格）は勘定５２「現金性金融商品」の借方に記入される。

� オプションを行使したときは，勘定５２「現金性金融商品」の残高は，

�財務活動に関連する取引（例えば，外貨建借入金の返済）の場合には，

勘定６６６「為替差損」の下位勘定（例えば，「通貨オプションにかかる支

払プレミアム」）の借方に，�単に商事活動に関連する取引（仕入れまた

は売り上げに関連する代金支払いまたは代金受け取り）で，仕入取引また

フランスにおける先物取引・先渡取引およびオプション取引の会計処理 １０５



は売上取引と代金支払取引または代金受取取引とが別個の取引とみなされ

る場合には勘定６６６「為替差損」の下位勘定（例えば，「通貨オプション

にかかる支払プレミアム」）の借方に，両者が一つの取引とみなされる場

合には勘定６０「仕入」の下位勘定または勘定７０「売上」の下位勘定の借

方に振り替えられる。

� オプションを転売したときは，オプション売却価格と勘定５２「現金性

金融商品」の残高（オプション購入価格）との差額は，勘定６６６「為替差

損」の下位勘定（例えば，「転売または解約した通貨オプションにかかる

損失」）または勘定７６６「為替差益」の下位勘定（例えば，「転売または解

約した通貨オプションにかかる利得」）に記入される。

� オプションを解約（権利放棄）したときは，勘定５２「現金性金融商品」

の残高（オプション購入価格）は勘定６６６「為替差損」の下位勘定（例え

ば，「転売または解約した通貨オプションにかかる損失」）に記入される。

� 決算日にオプションを継続しているときは，オプションの価値変動額は

勘定５２「現金性金融商品」と勘定４７１「仮勘定」で認識される。なお，取

引終了日以後，オプションにかかる損益の認識はヘッジ対象にかかる損益

の会計処理方法と対称的な方法によって行われる（ただし，ここでは為替

差損引当金の繰り入れおよび戻し入れは考慮していない）。

� 店頭市場で取り引きされる通貨オプション

コールオプションとプットオプションのいずれであっても，ヘッジ取引とし

て店頭市場で購入した通貨オプションについては，ヘッジ取引として組織され

た市場で購入した通貨オプションと同一の会計処理が適用される。３０）

事例７：通貨オプションを用いた為替リスクのヘッジ取引

N年１１月１日に，フランスの会社 F社は，アメリカの会社 A社に商品

２，０００，０００ドルを掛けで売り上げた。同日の直物為替相場は US＄１．００＝EUR

１．２５であり，代金決済日は N＋１年３月３１日である。F社は，ドルの下落を
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４１１１
７０７１

得意先（売掛金）
売 上（商品）

A社に対する売掛金
［２，０００，０００×１．２５］

２，５００，０００
２，５００，０００

N年１１月１日

注）この記入は，取引終了日に反対仕訳される。

８０９１
８０１８

通貨オプション契約見返り
引き渡した通貨オプション契約

ドル引渡契約
［１００，０００×２０×１．２０］

２，４００，０００
２，４００，０００

５２
５１２１

現金性金融商品
銀行預金

通貨オプションプレミアム
［３０，０００×１．２０］

３６，０００
３６，０００

懸念して，N年１１月１日に，MATIFにおいて，ユーロに対するドルのプット

オプションを２０（１オプションにつき契約上の名目金額は１００，０００ドル）買

い建てる。プレミアムは１．５％（総額３０，０００ドル［１００，０００×２０×１．５％］），

行使価格は US＄１．００＝EUR１．２０，満期日は N＋１年３月３１日である。３１）

� 取引開始日：N年１１月１日

オプション取引開始に当たり，契約上の名目金額を契約会計において記帳す

るとともに，支払ったプレミアムを記帳する（ただし，本事例では，プレミア

ム構成要素である時間価値および本源的価値を区分記帳しない）。

� 事業年度Nの決算日：N年１２月３１日

直物為替相場は，US＄１．００＝EUR１．１５に下落した。売掛金にかかる未実現

損失は，２００，０００ユーロ［２，０００，０００×（１．２５－１．１５）］になる。オプションは

インザマネーの状態（en dedans）になっており，その価値は３．０％に増加して

７２，０００ユーロ［２，０００，０００×１．２０×３．０％］になった。したがって，オプショ

ンにかかる未実現利得は３６，０００ユーロ［７２，０００－３６，０００］である。

危険引当金（為替差損引当金）は，この未実現利得と売掛金にかかる未実現

フランスにおける先物取引・先渡取引およびオプション取引の会計処理 １０７



注）これらの記入は，洗替方式によって，翌事業年度の期首の日付で反対仕訳を通じて振
り戻される。

６８６５
１５１５

金融リスク・費用引当金繰入
為替差損引当金（危険引当金）

ヘッジされていない未実現損失に対する
引当金

１６４，０００
１６４，０００

５２
４７１

現金性金融商品
仮勘定

通貨オプションにかかる未実現利得

３６，０００
３６，０００

４７６１
４１１１

換算差額－借方（債権の減少）
得意先（売掛金）

ドル建売掛金にかかる未実現損失

２００，０００
２００，０００

４７１
４７６１

仮勘定
換算差額－借方（債権の減少）

未実現損失と未実現利得との相殺

３６，０００
３６，０００

N年１２月３１日

a）売上取引と代金決済取引とは別個の取引とみなす。

５１２１
６６６１
４１１１

銀行預金
為替差損

得意先（売掛金）
売掛金にかかる為替差損

２，４００，０００
１００，０００

２，５００，０００

６６６３

５２

通貨オプションにかかる支払プレミアム
（為替差損）a）

現金性金融商品
オプションプレミアム

３６，０００

３６，０００

N＋１年３月３１日

損失との差額１６４，０００ユーロ［２００，０００－３６，０００］に対して設定されなければ

ならない（PCG３４２－６条�号）。

� 取引終了日：N＋１年３月３１日

N＋１年３月３１日に，直物為替相場は US＄１．００＝EUR１．０５であった。会社

は，オプションを行使し，A社から受け取った２，０００，０００ドルを直ちに転売し

て，２，４００，０００ユーロ［２，０００，０００×１．２０］を受け取る。この結果，当該取引

の損失は１３６，０００ユーロ［１００，０００＋３６，０００］になる。

また，同日，契約会計にかかる記帳は反対仕訳される（この仕訳は省略する）。
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１５１５
７８６５

為替差損引当金（危険引当金）
金融リスク・費用引当金戻入

未実現損失に対する引当金の戻し入れ

１６４，０００
１６４，０００

２ ヘッジ取引以外の取引

� 組織された市場で取り引きされる通貨オプション

コールオプションとプットオプションのいずれであっても，PCGの規定を

類推適用して，ヘッジ取引以外の取引として購入した通貨オプションで組織さ

れた市場で確証されるオプションの価値変動額は，決算日に，損益計算書上，

財務費用または財務収益として記載される。３２）

� 店頭市場で取り引きされる通貨オプション

コールオプションとプットオプションのいずれであっても，ヘッジ取引以外

の取引として店頭市場で購入した通貨オプションの価値変動額は，決算日に，

次の二つの方法のいずれかによって会計処理される。３３）

� 金利オプション取引の場合と同様に，慎重性の原則にしたがって，未実

現利得は当該事業年度の利得として計上されず，未実現損失に対しては危

険引当金が設定される。

� 為替市場を「組織された市場」に類する店頭市場とみなす場合は，当該

市場で確証される通貨オプションの価値変動額は，損益計算書上，財務費

用または財務収益として記載される。

� キャップ，フロアまたはカラーの会計処理

これらは，プレミアムによって金利上昇または低下リスクをヘッジすること

を目的とする取引であり，店頭市場で行われるものである。

「キャップ」（cap）とは，金利上昇リスクを回避したい買い手がプレミアム

を支払うことによって，買い手に借入コストの上限値と一致する上限金利が保

証される契約をいう。「フロア」（floor）とは，キャップの反対の契約をいう。

フランスにおける先物取引・先渡取引およびオプション取引の会計処理 １０９



また，「カラー」（collar）とは，キャップとフロアとを組み合わせた契約をい

う。３４）ここでは，キャップを購入するケース（事例ではカラー）を取り上げる

こととしたい。

なお，契約を締結したときは，当該契約はオフバランス契約であり，契約上

の名目金額は備忘記録として勘定８０「契約」の下位勘定に記入される。

１ ヘッジ取引

ヘッジ取引として購入したキャップは，次のように会計処理される。３５）

� キャッププレミアム（キャップ料＝オプション料）支払日には，当該プ

レミアム支払額は�慎重性の原則にしたがって，即時費用処理する方法ま

たは�契約期間にわたり配分する方法のいずれかによって処理される。

� 決算日には，キャップ取引にかかる未実現利得は，慎重性の原則にした

がって，当該事業年度の利得として計上されない（このタイプの契約にお

いては，買い手に未実現損失は生じることはない）。しかし，この取引が

借入金をヘッジする（キャップの購入）場合は，当該借入金にかかる未払利

息は，対称性を確保するために，ヘッジされた金利に基づいて算定できる。

� 定期的清算日（金利更改日または権利行使日）には，受け取った利得（金

利差額）は，ヘッジ対象にかかる費用と同一の期間に，損益計算書に記載

される。

事例８：カラーを用いた金利リスクのヘッジ取引

N年１０月１日に，フランスの会社 F社は，変動金利で，総額５，０００，０００ユ

ーロ（返済期日：N＋３年９月３０日）を借り入れた。利息の支払いは，毎年

９月３０日に，TAM＋１．０％に基づき行われる（TAM（taux annuel monétaire）

とは市中貸出変動金利をいう）。

会社は，N年１０月１日に，金利変動リスクを限定するために，次の条件で，

カラーを買い建てる。

１１０ 松山大学論集 第１７巻 第５号



８０２８
８０９２

受け取ったキャップ契約
キャップ契約見返り

キャップ契約の受け取り

５，０００，０００
５，０００，０００

８０９１
８０１８

フロア契約見返り
引き渡したフロア契約

フロア契約の引き渡し

５，０００，０００
５，０００，０００

注）これらの記入は，取引終了日に反対仕訳される。

N年１０月１日

４６８７
７６８

未収収益
その他の財務収益

キャップにかかる未収利息の差額

１８，７５０
１８，７５０

６６１
１６８８

支払利息
未払利息

借入金にかかる未払利息

１２５，０００
１２５，０００

N年１２月３１日

� 年１．０％のプレミアム付 TAMで，７．５％のキャップの購入

� 年０．６％のプレミアム付 TAMで，６．０％のフロアの売却

カラーの期間は３年であり，金利差額は定期的清算日（毎年９月３０日）に

決済される。

カラープレミアムは，定期的清算日に支払われる。したがって，次回のプレ

ミアムの支払日は N＋１年９月３０日である。３６）

� 取引開始日：N年１０月１日

カラーの設定に伴い，カラーにかかる名目金額（キャップの額およびフロア

の額）を契約会計において記帳する。

� 事業年度Nの決算日：N年１２月３１日

N年１２月３１日に，TAMは９．０％であった。会社は，キャップにかかる未

実現利得１８，７５０ユーロ［５，０００，０００×（９．０－７．５）％×３／１２］を認識するとと

もに，借入金にかかる未払利息１２５，０００ユーロ［５，０００，０００×（TAM９．０＋１．０）

％×３／１２］を計上する。３７）

フランスにおける先物取引・先渡取引およびオプション取引の会計処理 １１１



５１２１
７６８

銀行預金
その他の財務収益

キャップにかかる受取利息の差額

７５，０００
７５，０００

６６１
５１２１

支払利息
銀行預金

借入金にかかる利息

５００，０００
５００，０００

N＋１年９月３０日

６６１
５１２１

支払利息
銀行預金

キャップにかかる支払プレミアム

５０，０００
５０，０００

５１２１
５２

銀行預金
現金性金融商品

フロアにかかる受取プレミアム

３０，０００
３０，０００

N＋１年９月３０日

� 定期的清算日：N＋１年９月３０日

N＋１年９月３０日に，TAMは９．０％であった。会社は，キャップを売却し

て，金利差額７５，０００ユーロ［５，０００，０００×（９．０－７．５）％］を受け取る。TAM

は６．０％を超えているので，フロアは取引相手によって行使されておらず，こ

れはオプションにかかる確実な利得になる。また，会社は，借入金にかかる

１０．０％［（TAM９．０＋１．０）％］の利息５００，０００ユーロ［５，０００，０００×１０．０％］を

支払う。

同日，会社は，キャッププレミアム５０，０００ユーロ［５，０００，０００×１．０％］を

支払い，フロアプレミアム３０，０００ユーロ［５，０００，０００×０．６％］を受け取る。

フロアにかかるプレミアム受取額３０，０００ユーロは，部分的に，キャップにか

かるプレミアム支払額５０，０００ユーロと相殺される。したがって，会社は，毎

年，正味２０，０００ユーロ［５０，０００－３０，０００］のカラープレミアムを支払う（た

だし，本事例では，プレミアム構成要素である時間価値および本源的価値を区

分記帳しない）。

会社は，キャッププレミアムを時間に比例して配分し，フロアプレミアムを

勘定５２「現金性金融商品」に記入する方法を採用する。
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４８６
６６１

前払費用
支払利息

キャッププレミアムの事業年度 N＋１へ
の配分
［５０，０００－１２，５００］

３７，５００
３７，５００

５２
７６８

現金性金融商品
その他の財務収益

フロアプレミアムにかかる利得

３０，０００
３０，０００

７６８
４８７

その他の財務収益
前受収益

フロアプレミアムにかかる利得の配分
［３０，０００－７，５００］

２２，５００
２２，５００

N＋１年１２月３１日

� 事業年度N＋１の決算日：N＋１年１２月３１日

N＋１年１２月３１日の決算日には，支払利息（キャッププレミアム）の経過

分は，１２，５００ユーロ［５０，０００×３／１２］である。

また，決算日においてフロアが行使されない可能性が高い限り，フロアプレ

ミアムにかかる利得を当該事業年度の財務収益として計上し，これを当該事業

年度に時間に比例して配分することができる。したがって，N＋１年１２月３１

日の決算日には，受取利息（フロアプレミアム）の経過分は，７，５００ユーロ

［３０，０００×３／１２］である。

また，同日，前記事業年度 Nの決算日と同様な処理が行われる（これらの

仕訳は省略する）。

２ ヘッジ取引以外の取引

ヘッジ取引以外の取引として購入したキャップは，次のように会計処理され

る。３８）

� プレミアム支払日には，プレミアム支払額は勘定５２「現金性金融商品」

の借方に記入される。

� 決算日には，慎重性の原則にしたがって，キャップ取引にかかる未実現

フランスにおける先物取引・先渡取引およびオプション取引の会計処理 １１３



利得は当該事業年度の利得として計上されず，未実現損失に対しては危険

引当金が設定される。

� 定期的清算日には，キャップ取引にかかる損益は当該事業年度の損益と

して計上される（危険引当金が設定されている場合を除く）。

� 結びにかえて

フランスにおける先物取引・先渡取引およびオプションの会計処理の現状と

その特徴を要約することで結びとしたい。

� 実務上，先物為替予約および FRAの会計処理についてはMATIFで行

われる取引に関する PCGの規定，また，通貨オプションおよびキャップ，

フロアまたはカラーの会計処理については金利オプションに関する PCG

の規定が類推適用されている。３９）

� 先物為替予約，FRA，通貨オプション，キャップ，フロアまたはカラー

の会計処理においては，MATIFで行われる取引および金利オプションの

会計処理の場合と同様に，�当該先物取引・先渡取引またはオプション取

引が「ヘッジ取引」であるか，「その他の取引」（ヘッジ取引以外の取引）

であるかによって区分し，さらに�「その他の取引」については，その取

引が「組織された市場」で行われるものであるか，「店頭市場」で行われ

るものであるかによって区分するアプローチが採用されている。

� ヘッジ会計については，ヘッジ手段にかかる評価損益をヘッジ対象にか

かる損益が認識されるまで繰り延べていることから，時価ヘッジ会計では

なく，繰延ヘッジ会計によって処理されている。

注

１）Cf. Lopater, Claude/Poisson, Annie-Claire, Code Comptable: Plan Comptable Général

（ PCG）, Règl. CRC no９９－０２（ Comptes consolidés）, commentés par les Avis CNC et CU

CNC, Francis Lefebvre, Levallois,２００５.

２）拙稿「フランスにおける金融先物取引の会計処理」，松山大学論集，１４巻４号，２００２年
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１０月，２３１－２５０頁を参照されたい。

３）拙稿「フランスにおける金利オプションの会計処理」，松山大学論集，１５巻２号，２００３

年６月，２７９－２９５頁を参照されたい。

４）Dufils, Pierre/Lopater, Claude, Mémento Comptable ２００５, ２４e éd., Francis Lefebvre,
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contrôle）, Afges, Paris,１９９６, p.２０９.

５）Dufils, Pierre/Lopater, Claude, op. cit., no２０８３－１, pp.６９４－６９５ et no２１４８－２, pp.７５４－７５５;

Sentis, Patrick, op. cit., pp.６９－７１. Cf. CNC（Conseil national de la comptabilité）, Document

no６７, Rapport sur l’évaluation des créances et des dettes dont la valeur dépend des fluctuations

des monnaies étrangères, CNC, Paris,１９８７, pp.９－１０.
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６９０－６９２.

９）CNC, op. cit., pp.９－１０.
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８５－８７. Cf. Valantin, Jean-Claude, Les nouveaux instruments financiers: comptabilisation et

fiscalité, Castelange Diffusion, Villennes-sur-Seine,１９９１, pp.１５６－１６２et p.１６４.

１４）Sentis, Patrick, op. cit., pp.８５－８７. Cf. Dufils, Pierre/Lopater, Claude, op. cit., no２１４５－１, pp.

７４５－７４６; Valantin, Jean-Claude, op. cit., pp.１６６－１６８.

１５）この金額は，次の計算式で算定される（Sentis, Patrick, op. cit., p.８６）。ただし，１カ月

を３０日とする。

（０．０４０－０．０３７）×１８０
３６０

１＋０．０４０×１８０
３６０

×５，０００，０００＝７，３５３

１６）これに対して，未実現損失が認識される場合には，当該未実現損失に対して危険引当金

（先物市場取引損失引当金）を設定することができる。

１７）この金額は，次の計算式で算定される（Sentis, Patrick, op. cit., p.８６. Cf. Dufils, Pierre/

Lopater, Claude, op. cit., no２１４５－１, p.７４６）。ただし，１カ月を３０日とする。
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（０．０３７－０．０３５）×１８０
３６０

１＋０．０３５×１８０
３６０

×５，０００，０００＝４，９１４

１８）これに対して，借り入れが後の事業年度で行われる場合は，実現損益は，前払費用また

は前受収益として借入取引履行日まで繰り延べられ，当該履行日以後，ヘッジ対象の残余

期間にわたって，ヘッジ対象にかかる収益または費用の会計処理方法と対称的な方法に

よって，損益計算書に記載される。

１９）Dufils, Pierre/Lopater, Claude, op. cit., no２１４５－２, p.７４６; Sentis, Patrick, op. cit., p.８７. Cf.

Valantin, Jean-Claude, op. cit., p.１５８, pp.１６２－１６３et p.１６５.

２０）Sardi, Antoine, op. cit., p.２５３et p.３１５; Sentis, Patrick, op. cit., pp.５５－５６, p.７２ et p.８７.

２１）Sentis, Patrick, op. cit., pp.７２－７８. Cf. Valantin, Jean-Claude, op. cit., pp.２２５－２２９.

２２）Sentis, Patrick, op. cit., p.８８. Cf. Valantin, Jean-Claude, op. cit., p.２３０.

２３）Sentis, Patrick, op. cit., pp.７４－７７. Cf. Valantin, Jean-Claude, op. cit., pp.２２９－２３１.

２４）Sentis, Patrick, op. cit., pp.７７－７８. Cf. Valantin, Jean-Claude, op. cit., pp.２２７－２２９ et pp.２３１

－２３２.

２５）Sentis, Patrick, op. cit., p.２１et pp.７４－７６.

２６）Ibid., p.８８. Cf. Dufils, Pierre/Lopater, Claude, op. cit., no２１４３－２, pp.７４３－７４４ et no２１４４－２,

p.７４５.

２７）Sentis, Patrick, op. cit., pp.７４－７７.

２８）Dufils, Pierre/Lopater, Claude, op. cit., no２１４４, p.７４４; Sentis, Patrick, op. cit., pp.５６－５７,

p.８１et p.８７.

２９）Dufils, Pierre/Lopater, Claude, op. cit., no２１４４－１, p.７４４; Sentis, Patrick, op. cit., pp.８１－８４.

Cf. Valantin, Jean-Claude, op. cit., pp.１３９－１４４.

３０）Sentis, Patrick, op. cit., p.８８. Cf. Valantin, Jean-Claude, op. cit., p.１３９.

３１）Cf. Sentis, Patrick, op. cit., pp.８２－８４; Valantin, Jean-Claude, op. cit., pp.１４４－１５２.

３２）Dufils, Pierre/Lopater, Claude, op. cit., no２１４４－２, p.７４５; Sentis, Patrick, op. cit., p.８４. Cf.

Valantin, Jean-Claude, op. cit., p.１３９et p.１４４.

３３）Dufils, Pierre/Lopater, Claude, op. cit., no２１４４－２, p.７４５; Sentis, Patrick, op. cit., p.８８. Cf.

Valantin, Jean-Claude, op. cit., p.１３９et p.１４４.

３４）Dufils, Pierre/Lopater, Claude, op. cit., no２１４６, p.７４６. Cf. Sentis, Patrick, op. cit., p.８９.

３５）Sentis, Patrick, op. cit., p.９０; Dufils, Pierre/Lopater, Claude, op. cit., no２１４６－１, pp.７４６－

７４７. Cf. Valantin, Jean-Claude, op. cit., pp.２０２－２０３, pp.２１０－２１２et p.２１４.

フロア（プットオプション）の会計処理については，キャップ（コールオプション）と同

一の会計処理が用いられる（Cf. Valantin, Jean-Claude, op. cit., pp.２０２－２０７et pp.２１０－２１５）。

３６）Sentis, Patrick, op. cit., pp.９０－９３. Cf. Dufils, Pierre/Lopater, Claude, op. cit., no２１４６－１, pp.

７４６－７４７.
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３７）これに対して，TAMが６．０％を下回り，５．５％になっていた場合には，キャップは行使

可能な状態にはないが，フロアは潜在的に行使可能な状態にある。会社は，未払利息６，２５０

ユーロ［５，０００，０００×（６．０－５．５）％×３／１２］を計上することになる。この額は，借方：勘

定６６１「支払利息」，貸方：勘定４６８６「未払費用」に記入される。

また，投機取引の場合は，未実現利得は当該事業年度の利得として計上されず，未実現

損失に対しては危険引当金（先物市場取引損失引当金）が設定される。

３８）Dufils, Pierre/Lopater, Claude, op. cit., no２１４６－２, p.７４７; Sentis, Patrick, op. cit., p.９０ et

p.９３. Cf. Valantin, Jean-Claude, op. cit., pp.２０３－２０６, p.２１０et pp.２１２－２１５.

３９）Cf. Dufils, Pierre/Lopater, Claude, op. cit., no２１４１－６, p.７３７; Sentis, Patrick, op. cit., p.２４.
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